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 平成16年６月14日

株 主 各 位  

東京都豊島区目白一丁目４番25号

 

代表取締役会長 木 庭  清

第35回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げま

す。平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催

いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し

上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を

行使することができますので、お手数ながら後記の「議決権

の行使についての参考書類」をご検討くださいまして、同封

の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、

ご押印のうえ、来る平成16年６月28日（月曜日）までに到着

するようご返送いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

１．日   時 平成16年６月29日（火曜日）午前10時 
２．場   所 東京都豊島区東池袋四丁目27番17号 

古流かたばみ会館 
３．会議の目的事項 

報 告 事 項 第35期（平成15年４月１日から平成16年３月

31日まで）営業報告書、貸借対照表および損

益計算書報告の件 
決 議 事 項 

第１号議案 第35期損失処理案承認の件 
第２号議案 定款一部変更の件 
第３号議案 取締役６名選任の件 
第４号議案 監査役３名選任の件 
第２号議案の要領は後記「議決権の行使についての参

考書類」（18頁から19頁）に記載のとおりであります。 

以 上                           

（お願い）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行
使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお
願い申し上げます。 
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（添付書類） 
営 業 報 告 書 

平成15年４月１日から 
平成16年３月31日まで 

 

１．営業の概況 

(1) 営業の経過および成果 

 当期における我が国経済は、デフレが継続し個人

消費は低迷しましたが、ＩＴ産業を中心とした活発

な設備投資や米国景気の力強い回復と中国をはじめ

としたアジアの経済発展による輸出の好調に支えら

れ、企業においては景気の回復基調が持続されまし

た。また、最近の政府月例報告によれば、雇用情勢

は依然として厳しいものの持ち直しの動きが見られ、

個人消費も持ち直しており、全般に景気は着実な回

復を続けていると見ております。 

 当ＩＴ業界におきましては、国内景気の回復傾向

を受けて引き合い件数は増加しているものの、企業

の経費節減への動きは強く、大規模システム開発案

件の減少や外国人技術者の活用、オフショア生産の

採用などの環境下で、システム開発は競合各社間で

非常に厳しい価格競争を強いられる状況が続いてお

ります。 

 このような状況下で当社におきましては、顧客特

性を生かした付加価値の高いソリューションを提供

すべく、営業力を一層強化し積極的に新規顧客の開

拓、獲得に努めるとともに、顧客重視型の組織編成、

プロジェクト管理強化によって品質確保、生産性向

上、納期確保に注力した結果、売上高は50億33百万

円（前期比16.2％増）となりました。 

 品目別売上高を見ますと以下のとおりとなりまし

た。 

 システム開発事業（ＳＤ）におきましては、売上

高35億62百万円（前期比18.3％増）と、対前期比５

億51百万円の増加となりました。 
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 アウトソーシング事業（ＯＳ）におきましては、

売上高４億38百万円（前期比8.1％増）と、対前期

比32百万円の増加となりました。 

 ユースウェア事業（ＵＷ）におきましては、売上

高７億74百万円（前期比23.3％増）と、対前期比１

億46百万円の増加となりました。 

 マルチメディア事業（ＭＭ）におきましては、売

上高68百万円（前期比34.5％減）と、対前期比36百

万円の減少となりました。 

 当期に発生した重要な事実といたしましては、以

下のものがあります。 

① 当社の取引先であるアエル株式会社が、平成

15年９月30日付けで東京地方裁判所へ会社更生

法適用を申請した結果、同社向け貸付金につい

て取立不能または、取立遅延の恐れが生じまし

たことにより、貸倒引当金繰入額15億円を特別

損失に計上しております。 

② 株式会社エイチ・ティー・シー（旧、光通信

キャピタル）が発行するファンド、ＨＴＣパー

トーナーズ,Ｌ．Ｐ．の評価損52百万円を営業

外費用に計上しております。 

③ 投資有価証券の検討を行い２社について１億

25百万円の評価損を特別損失に計上いたしまし

た。 

④ 訴訟による和解金および解決金として17百万

円を特別損失に計上しております。 

 対応として、利益剰余金およびその他資本剰

余金にて処理を行う予定であり、当社業務活動

に支障はありません。 

 これらの結果、営業利益は72百万円（前期比

54.6％増）、経常利益86百万（前期比44.9％増）、

当期純損失17億45百万円となりました。 

 また当期におきましては、 

① 平成15年７月に日本ヒューレット・パッカー

ド株式会社の平成15年度最優秀ソフトウェア開
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発ビジネスパートーナーに選ばれました。 

② 平成15年10月にＤＤＩポケット株式会社と共

同で機器認証システムを開発し２社に対しライ

センス提供を行っております。 

③ 株式会社クレオと平成16年１月31日付けにて、

一定の成果をあげることが出来たため提携関係

を解消いたしました。なお、本件業務提携解消

による業績等への影響はありません。 

 なお、商法第210条に基づく自己株式取得につき

ましては、第34回定時株主総会後の平成15年６月27

日より当期終了の日までに12,700株取得いたしまし

た。 

 

(2) 当社の対処すべき課題 

 当業界の低成長が常態化している中、お客様から

のコストダウン要求、海外からの安価な労働力との

競争など、更なる成長の鈍化も危惧され、収益面へ

の影響も避けられない状況となってきております。

こうした厳しい状況下においても競争優位を確保す

るため、当社では、システムの保守や運用の代行だ

けにとどまらない、システムの企画から開発・制作

なども含めて、すべてを一括して行う、ワンランク

上のアウトソーサーを目指そうと考えており、ます

ます専門化・高度化する業務に対しては、優秀な人

材の確保と様々な採用活動と技術者の教育強化を図

り、優れた技術力と提案力で応えてまいる所存であ

ります。具体的には、以下の施策を引き続き行い低

コスト、短納期、品質向上を実現させ、受注競争力

の強化を図ってまいります。 

① 中学校・高等学校・専門学校向け学校管理シ

ステム（ＳＣＨＯＯＬ ＡＩＤ）や地方銀行・

信用金庫向け収益管理システム（ＥＭＳ）の

パッケージの水平展開を実施いたしております。 

② 様々な開発手法を習得し、個々の開発案件に

最適な手法を用いお客様のニーズに応えるとと
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もに、開発ツールの積極的活用を行って開発工

数の削減による低コスト・短納期化の実現を推

進しております。 

③ 専門部署からの指導によるリスク管理、品質

管理を行い不採算プロジェクトの早期発見と対

処を心がけており、高品質システムの維持を引

き続き進めてまいります。 

④ 社内における情報セキュリティの標準化を目

指し、情報セキュリティ認証資格であるＩＳＭ

Ｓ （ Information Security Management 

System）の２次審査に向け準備を進めておりま

す。 

 

(3) 資金調達の状況 

 当期は、金融機関からの借入金により資金を調達

しました。 

 なお、当期末の有利子負債残高は、前期末に比べ

２億円減少し、16億円となりました。 

 

(4) 設備投資の状況 

 当期の設備投資については、ＯＡ機器を中心に実

施しました。その設備投資額は、総額39百万円であ

ります。 
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(5) 営業成績および財産の状況の推移 

  
第 32 期 
(平成13年３月期)

第 33 期
(平成14年３月期)

第 34 期
(平成15年３月期)

第35期(当期)
(平成16年３月期)

売 上 高(千円) 4,272,260 4,308,346 4,332,270 5,033,291

経 常 利 益(千円) 581,937 15,263 59,875 86,735

当期純利益(損失) (千円) 233,538 △191,777 △178,358 △1,745,922

１株当り当期
純利益(損失)

(円) 52.81 △42.71 △40.24 △405.41

総 資 産(千円) 4,693,124 5,405,283 5,072,477 3,134,555

純 資 産(千円) 3,148,271 2,886,552 2,611,911 859,183

（注）１．１株当り当期純利益（損失）は期中平均発行済株式数に基づ
き算出しております。 

２．第34期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。なお、これによる影響はありません。 

３．第33期の当期純損失の計上は、人員増加による労務費の増加、
出資金および投資有価証券の評価損および所有資産の廃棄損
の計上、退職金制度廃止による一時金支払いによるものであ
ります。 
第34期の当期純損失の計上は、主に過年度法人税の支払いに
よるものであります。 
第35期の当期純損失の計上は、主に主要な貸出先の破綻によ
り、貸倒引当金を計上したことによるものであります。 
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２．会社の概況（平成16年３月31日現在） 

(1) 主要な事業内容 

 当社の主な事業内容は次のとおりであります。 

１．情報処理サービス業および情報提供サービス業 

２．コンピュータ・システムの調査および評価業務 

３．コンピュータ・システムの企画・設計・開発等

に関するコンサルティング業務 

４．コンピュータ・ソフトウェアおよびコンピュー

タ・システムの設計、開発、運用、保守、販売お

よび賃貸 

５．情報処理機器の販売および賃貸 

６．情報通信システムおよび通信機器の製造および

販売 

７．コンピュータ技術者の教育および研修業務 

８．インターネットに関する企画および制作 

９．イベントの企画、制作および運営 

10．特定労働者派遣事業 

11．その他 

 

(2) 主要な事業所 

名   称 所   在   地 

本 社 東京都豊島区目白一丁目４番 25 号 目白・博物館ビル

ＯＲＥシステム本部 東京都豊島区高田三丁目 37 番 10 号 ヒルサイドスクエアＯ．Ｒ．Ｅ

関 西 支 社 大阪市中央区南船場二丁目 10 番 30 号 豊城ビル

九 州 支 社 福岡市博多区店屋町８番 30 号 博多フコク生命ビル

沖 縄 支 社 沖縄県那覇市久米二丁目４番 14 号 ＪＢ・ＮＡＨＡビル
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(3) 株式の状況 

イ．会社が発行する株式の総数   9,616,000株 

ロ．発行済株式の総数       4,500,000株 

ハ．当期末株主数           1,578名 

 

(4) 大株主の状況 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況
株 主 名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率

 株 ％ 株 ％

木 庭  清 2,096,500 50.15 － －

アジアパシフィックシステム総研 
従 業 員 持 株 会 

226,350 5.41 － －

木  庭  亜貴子 75,000 1.79 － －

佐 藤  清 70,000 1.67 － －

佐 藤 秀 行 62,500 1.49 － －

内 山  毅 55,000 1.31 － －

木 庭 大 輔 45,000 1.07 － －

中 島 義 雄 37,000 0.88 － －

（注）１．議決権比率は、小数点第２位未満を四捨五入によって表示し
ています。 
２．当社は当期末現在、自己株式207,050株を保有していますが
議決権がないため、上記の大株主から除外しています。 

 

(5) 自己株式の取得、処分等および保有の状況 

１．取得株式 

普通株式    96,750 株 

取得価格の総額 26,037千円 

２．処分株式 

該当事項はありません。 

３．決算期における保有株式 

普通株式    207,050 株 
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(6) 新株予約権の状況 

 該当事項はありません。 

 

(7) 従業員の状況 

区 別 従業員数 前期末比 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 270名 ３名減 32歳5ヶ月 ７年６ヶ月

女 性 37名 １名増 27歳6ヶ月 ３年５ヶ月

計 307名 ２名減 32歳0ヶ月 ７年１ヶ月

（注）上記従業員数には使用人兼務取締役１名は含んでおりません。 

 

(8) 企業結合の状況 

 該当事項はありません。 

 

(9) 主要な借入先の状況 （単位：千円）

借 入 先 期末借入残高 借入先が有する当社株式数

株式会社 東京三菱銀行 200,000 ―株 ―％

株式会社 み ず ほ 銀 行 200,000 ―株 ―％

株式会社 茨 城 銀 行 100,000 ―株 ―％

 

(10) 取締役および監査役の氏名、会社における地位お

よび担当または主な職業 

氏    名 会社における地位 担当または主な職業 

木庭   清 代表取締役社長  

佐藤  秀行 取 締 役 開発本部本部長 

大谷  武彦 取 締 役 ㈱クレオ代表取締役社長

松本   俊 常 勤 監 査 役  

中島  義雄 監 査 役 中島税務会計事務所所長

大湊  光雄 監 査 役 ハンドハンズ㈱代表取締役

（注）１．取締役大谷武彦は商法第188条第２項第７号ノ２に定める社

外取締役の要件を満たしております。 
２．監査役中島義雄、大湊光雄は、「株式会社の監査等に関する

商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役

であります。 
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(11) 取締役および監査役に支払った報酬その他の職務

遂行の対価である財産上の利益の額 
      （単位：千円）

取 締 役 監 査 役 計 

区 分 支給
人員 支給額 

支給
人員 支給額

支給
人員 支給額

摘要

定款又は株主
総会決議に基
づく報酬 

3名 30,100 3名 3,720 6名 33,820

利益処分によ
る役員賞与 － － － － － －

株主総会決議
に基づく退職
慰労金 

－ － － － － －

計 30,100 3,720 33,820

（注）１．上記取締役支給額には使用人兼取締役１名に対する使用人給

与相当額は含まれておらず、その額は、13,800千円でありま

す。 

２．株主総会の決議（平成10年６月26日開催）による取締役の報

酬限度額は、年額100,000千円以内であります。 

３．株主総会の決議（平成３年９月26日開催）による監査役の報

酬限度額は、年額20,000千円以内であります。 

 

３．決算期後に生じた会社の状況に関する重要な

事実 

 平成16年４月１日付にて事業の責任単位を明確にし

て権限を大幅に委譲し機動的な会社経営を行うことに

よって激変する経済環境下、業績の大幅かつ継続的伸

長を図ることを目的に、下記、社内カンパニー３社を

組織しました。 

名 称 担 当 業 務 

(1) ソリューションカンパニー 
ソフトウェアコンサルテーショ
ン、ソフト開発企画および受託
開発 

(2) アジリティカンパニー 地方支社および派遣、保守に関するサービスの提供 

(3) ＧＳカンパニー 

ソリューションカンパニーおよ
びアジリティカンパニーのサ
ポート並びに全社的な経営企画
業務 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

報告書中の記載数字の金額につきましては、表示単位未

満の端数を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成16年３月31日現在） （単位：千円）
 科 目 金 額 科 目 金 額

（負債の部）

流 動 負 債 1,975,372

買 掛 金 327,951

短期借入金 500,000

一年以内償還予定の社債 800,000

未 払 金 74,057

未 払 費 用 87,506

未払法人税等 5,821

未払消費税等 20,048

前 受 金 3,962

預 り 金 9,024

賞与引当金 147,000

固 定 負 債 300,000

社 債 300,000

負 債 合 計 2,275,372

（資本の部）

資 本 金 918,060

資本剰余金 1,320,463

資本準備金 210,516

その他資本剰余金 1,109,947

利益剰余金 △1,295,258

利益準備金 18,998

任意積立金 112,903

別途積立金 100,000

特別償却準備金 12,903

当期未処理損失 △1,427,161

株式等評価差額金 49

自 己 株 式 △84,130

（資産の部）

流 動 資 産 

現金及び預金

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

前 払 費 用

未 収 入 金

その他の流動資産

貸倒引当金

固 定 資 産 

有形固定資産

建 物

車輌運搬具

工具、器具及び備品

土 地

無形固定資産

営 業 権

ソフトウェア

電話加入権

投資その他の資産

投資有価証券

出 資 金

破産更生債権等

敷金保証金

会 員 権

その他の投資

貸倒引当金

2,621,855

1,084,544

1,180,736

1,575

334,306

24,620

2,515

3,886

△10,329

512,699

150,120

62,089

461

57,269

30,300

80,359

38,954

38,207

3,198

282,220

24,404

109,183

1,627,670

100,225

45,650

2,756

△1,627,670 資 本 合 計 859,183

資 産 合 計 3,134,555 負債及び資本合計 3,134,555



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成15年４月１日から 
平成16年３月31日まで 

  （単位：千円）
 科 目 金 額 

( 経 常 損 益 の 部 ) 

( 営 業 損 益 の 部 ) 

営 業 収 益

製 品 売 上 高 4,953,282

商 品 売 上 高 80,008 5,033,291

営 業 費 用

製 品 売 上 原 価 4,270,521

商 品 売 上 原 価 39,468

販売費及び一般管理費 651,012 4,961,003

営 業 利 益 72,287

( 営業外損益の部 ) 

営 業 外 収 益

受取利息・配当金 83

貸 付 金 利 息 72,737

保 険 満 期 返 戻 金 9,505

その他の営業外収益 3,880 86,208

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,089

社 債 利 息 13,222

出 資 金 評 価 損 52,909

その他の営業外費用 538 71,759

経 常 利 益 86,735

( 特 別 損 益 の 部 ) 

特 別 損 失 

投資有価証券売却損 8,927

投資有価証券評価損 125,503

訴 訟 解 決 金 等 17,784

貸 倒 引当金繰入額 1,627,670 1,779,884

税 引 前 当 期 純 損 失 △1,693,148

法人税、住民税及び事業税 5,774

法 人 税 等 調 整 額 47,000

当 期 純 損 失 △1,745,922

前 期 繰 越 利 益 318,761

当 期 未 処 理 損 失 △1,427,161



 

－  － 
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（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

① 時価のあるその他有価証券 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 
② 時価のないその他有価証券 

 移動平均法による原価法を採用しております。 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品…………個別法による原価法 

仕掛品………個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 
建物         10年～40年 

車両運搬具      ４年 

工具、器具及び備品  ４年～15年 
(2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 
 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（３年～５年）に基づく定額

法によっております。 

 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販

売期間（３年）における見込販売収益に基づく償却

額と販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を

比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって

おります。 
(3) 少額減価償却資産 

３年均等償却 
４．繰延資産の処理方法 

社債発行費  支出時に全額費用として処理しております。 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒に伴う損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 



 

－  － 
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(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算

方法による支給見込額のうち、当期負担額を計上し

ております。 

６．消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表の注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額         229,975千円 
２．資本の欠損の金額               288,441千円 
３．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額    49千円 
 

（損益計算書の注記） 

１株当り当期純損失               405円41銭 

 



 

－  － 
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損 失 処 理 案 

 

(1) その他資本剰余金の処分 （単位：円）

区 分 金 額 

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,109,947,100

これを次のとおり処分いたします。

当 期 未 処 理 損 失 処 理 に 充 当 1,109,947,100

その他資本剰余金次期繰越高 0

 

(2) 当期未処理損失の処理  （単位：円）

区 分 金 額 

当 期 未 処 理 損 失 1,427,161,737

これを次のとおり処理いたします。

そ の 他 資 本 剰 余 金 取 崩 額 1,109,947,100

利 益 準 備 金 取 崩 額 18,998,900

資 本 準 備 金 取 崩 額 185,311,891

任 意 積 立 金 取 崩 額

別 途 積 立 金 取 崩 額 100,000,000

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 12,903,846

次 期 繰 越 損 失 0

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
  平成16年５月21日

アジアパシフィックシステム総研株式会社  

取 締 役 会 御 中   

中央青山監査法人  

代表社員
関与社員 公認会計士 友 田 和 彦 

関与社員 公認会計士 小 沢 直 靖 

 
 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例
に関する法律」第２条第１項の規定に基づき、アジアパシ
フィックシステム総研株式会社の平成15年４月１日から平
成16年３月31日までの第35期営業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関する
部分に限る。）及び損失処理案並びに附属明細書（会計に
関する部分に限る。）について監査を行った。なお、営業
報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関
する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている
事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この
計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に
対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示
がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。
監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積
りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表
示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結
果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。 
 
 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 
(1）貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会
社の財産及び損益の状況を正しく示しているものと認め
る。 
(2）営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及
び定款に従い会社の状況を正しく示しているものと認め
る。 
(3）損失処理案は、法令及び定款に適合しているものと認
める。 
(4）附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、
商法の規定により指摘すべき事項はない。 
 
 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士
法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（17）／ 2004/06/24 17:07（2004/06/24 17:07）／ 2k_04172839_01_os2アジアパシフィックシステム総研様_招集_株主各位_P 

17

監査役会の監査報告書 謄本 

監 査 報 告 書 
 当監査役会は、平成15年４月１日から平成16年３月31日
までの第35期営業年度の取締役職務の執行に関して各監査
役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
１．監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査方針、業務の分担
等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、
取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査しました。また、会計監査人から報告及び説
明を受け、計算書類及び附属明細書につき検討を加えま
した。 
 取締役の競業取引、取締役との会社間の利益相反取
引、会社が行った無償の利益供与、株主との通例的でな
い取引並びに自己株式の取得及び処分等に関しては、上
記の監査の方法の他、必要に応じて取締役等から報告を
求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。 
２．監査の結果 
(1) 会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果
は相当であると認めます。 
(2) 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。 
(3) 損失処理に関する議案は、会社財産の状況その他の
事情に照らし指摘する事項は認められません。 
(4) 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示してお
り、指摘する事項は、認められません。 
(5) 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令若し
くは定款に違反する重大な事実は認められません。 
 なお、取締役の競業取引、取締役の会社間の利益相
反取引、会社が行った無償の利益供与、株主との通例
的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等につい
ても取締役の義務違反は認められません。 

平成16年５月22日    

アジアパシフィックシステム総研株式会社 監査役会

 監査役(常勤) 松 本   俊 

 監 査 役 中 島 義 雄 

 監 査 役 大 湊 光 雄 

（注）監査役中島義雄及び監査役大湊光雄は、株式会社の
監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１
項に定める社外監査役であります。 

以 上

以 上 



 

－  － 
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『議決権の行使についての参考書類』 

 

１．総株主の議決権の数 

41,797個 

 

２．議案および参考事項 

第１号議案 第35期損失処理案承認の件 

 議案の内容につきましては添付書類（15頁）に

記載の内容といたしたいと存じます。 

 当期は売上高、経常利益ともに前期比伸長いた

しましたが、主要取引先の会社更生法適用申請に

伴う貸倒引当金繰入、有価証券評価損などから、

大幅な損失を計上することとなりました。このた

め、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、

利益配当につきましては、無配とさせていただき

たくお願い申しあげます。 

 当期未処理損失につきましては利益剰余金、そ

の他の資本剰余金、更に法定準備金（利益準備金

および資本準備金）取り崩し額を充当することと

いたしたく存じます。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

１．変更の理由 

 「商法及び株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律の一部を改正する法律」（平成15

年法律第132号）により、定款の定めに基づいて

取締役会決議による自己株式の取得が認められた

ことから、機動的な資本政策を遂行できるように、

変更案第６条に自己株式の取得の規定を新設し、

現行定款第６条以下を各１条ずつ繰り下げるもの

であります。 



 

－  － 
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２．変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 
 （下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案 

第２章 株式 第２章 株式 

（新  設） 第６条 （自己株式の取得）

 当会社は、商法第

211条ノ３第１項第

２号の規定により、

取締役会の決議を

もって自己株式を買

受けることができ

る。 

第６条～第38条(条文省略) 第７条～第39条(現行どおり)

 

第３号議案 取締役６名選任の件 

 取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。 

 つきましては、取締役６名の選任をお願いいた

したいと存じます。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

番号
氏 名 
（生年月日） 

略歴および他の会社の代表状況
所有する
当社の株
式 の 数

１
木 庭  清 
(昭和17年11月13日生) 

昭和43年３月 法政大学経営学部

卒業 

昭和43年４月 イ、アイ、イ㈱入

社 

昭和46年１月 当社代表取締役社

長 

平成16年４月 当社代表取締役会

長（現任） 

2,096,500株

 



 

－  － 
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番号
氏 名 
（生年月日） 略歴および他の会社の代表状況

所有する
当社の株
式 の 数

２
佐 藤 秀 行 
(昭和29年１月21日生) 

昭和49年４月 当社入社 

平成２年７月 当社開発７部長 

平成４年１月 当社経営管理室長

平成４年４月 当社取締役経営管

理室長 

平成６年７月 当社取締役クライ

アント・サービ

ス・センター統括

部長 

平成８年８月 当社取締役管理本

部長 

平成13年７月 当社取締役ゼネラ

ルサポート本部長

平成14年10月 当社取締役開発本

部長 

平成16年４月 当 社 取 締 役 ソ

リューションカン

パニー社長（現

任） 

62,500株

３
岩 橋 正 治 
(昭和30年３月４日生) 

昭和51年４月 ㈱明治屋入社 

昭和55年９月 日本コムシス㈱入

社 

昭和61年８月 富士総合研究所入

社 

平成２年９月 ㈱光通信入社 

平成２年12月 ㈱日本通信研究所

代表取締役 

平成12年10月 日本インフォメー

ションテクノロ

ジー㈱代表取締役

平成13年６月 当社取締役 

平成13年８月 当社入社 

平成14年４月 当社取締役開発本

部長 

平成14年９月 当社取締役辞任 

平成14年10月 当社開発本部担当

部長 

平成16年４月 当社アジリティカ

ンパニー社長（現

任） 

20,700株



 

－  － 
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番号
氏 名 
（生年月日） 略歴および他の会社の代表状況

所有する
当社の株
式 の 数

４
高 橋 通 穂 
(昭和25年12月１日生) 

昭和49年３月 早稲田大学商学部

卒 

昭和49年４月 三洋貿易㈱入社 

昭和54年10月 同社米国子会社

（サンヨー・コー

ポレーション・オ

ブ・アメリカ）駐

在 

昭和56年１月 帰国 同社情報シ

ステム部門 

昭和62年１月 日本タンデムコン

ピューターズ㈱入

社 

平成７年５月 タ ン デ ム コ ン

ピューターズ米国

本社リエゾンマ

ネージャー 

平成９年９月 帰国 同社ＮＴＴ

営業部長 

平成12年１月 同社営業支援本部

長 

平成16年２月 当社入社 

執行役員 営業統

括 

平成16年４月 当社ソリューショ

ンカンパニー営業

本部長（現任） 

0株

５
平 林 正 基 
(昭和42年３月23日生) 

平成２年３月 駒澤大学経済学部

卒 

平成２年４月 ㈱ ラ ン ド コ ン

ピュータ入社 

平成８年７月 ㈱日本通信研究所

入社 

平成12年11月 日本インフォメー

ションテクノロ

ジー㈱へ転籍 

平成13年８月 当社入社 

開発本部ソリュー

ション６部部長 

平成16年４月 当社アジリティカ

ンパニーＣＭＯ

（現任） 

0株

 



 

－  － 
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番号
氏 名 
（生年月日） 略歴および他の会社の代表状況

所有する
当社の株
式 の 数

６
木 庭 稔 雄 
(昭和27年２月９日生) 

昭和51年３月 東京大学文学部倫

理学科卒 

昭和51年４月 ㈱太陽神戸銀行入

行 

昭和60年７月 日興證券㈱入社 

昭和62年９月 オランダ日興銀行

取締役 

平成３年９月 英国日興銀行審査

部副部長 

平成６年10月 共同抵当証券融資

統括部審議役 

平成９年10月 スイス日興銀行執

行役員管理部長 

平成12年２月 ピムコジャパンリ

ミテッド バイス

プレジデント 

平成14年３月 新生銀行監査部次

長 

平成15年10月 当社入社 

平成16年２月 当社ゼネラルサ

ポート本部長 

平成16年４月 当社ＧＳカンパ

ニー本部長（現

任） 

4,100株

（注）各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 



 

－  － 
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第４号議案 監査役３名選任の件 

 監査役全員（３名）は任期満了となりますので、

監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を

得ております。 

 監査役候補者は次のとおりであります。 

番 号
氏 名 
（生年月日） 略歴および他の会社の代表状況

所有する
当社の株
式 の 数

１
松 本  俊 
(昭和10年10月２日生) 

昭和33年４月 ㈱博報堂入社 

昭和36年８月 ㈱電通入社 

平成７年11月 当社顧問 

平成10年６月 当社監査役（現

任） 

0株

２
木 村 勝 善 
(昭和８年６月10日生) 

昭和57年３月 警視庁駒込警察署

長 

昭和59年９月 警視庁警察学校教

養部長 

昭和62年２月 警察大学 主任教

授 

平成元年３月 警視庁四谷警察署

長 

平成３年３月 警視庁第七方面本

部長 

平成３年10月 富士カントリー㈱

顧問（現任） 

平成12年12月 当社顧問（現任）

0株

３
中 島 義 雄 
(昭和14年12月11日生) 

昭和39年９月 剱持税務会計事務

所入所 

昭和43年４月 中島税務会計事務

所所長（現任） 

平成８年６月 当社監査役（現

任） 

37,000株

（注）候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 
会 場 東京都豊島区東池袋四丁目27番17号 

古流かたばみ会館 

電話03(3971)7080 

 

 

 

古流かたばみ会館：ＪＲ・東武線・西武線・地下鉄 

池袋駅から徒歩12分 

：地下鉄東池袋駅から徒歩３分 

※駐車場がございませんので、お車でのご来場はご

遠慮くださいますようお願い申し上げます。 

 


